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公益財団法人統計情報研究開発センター発行『ESTRELA』 2024 年 6 月号 
P.4～9 
増井利彦著「脱炭素社会の実現に向けた日本の排出削減シナリオ」 
図のカラー版 

 

図 1 温室効果ガス排出削減に向けた取組とそれによる削減量の内訳 

 

 

※ 電化率は非エネ利用除く最終エネルギー消費量に占める電力消費量の割合を示す。 

図 2 最終エネルギー消費量と電化率の推移 
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(1) 技術進展シナリオにおける2030年排出量からの
温室効果ガス削減量（単位：100万tCO2eq）

(2) 技術進展シナリオから社会変容シナリオへの移行による
各年の温室効果ガス削減量（単位：100万tCO2eq）
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図 3 発電電力量とその内訳（単位：10 億 kWh） 

 

 

図 4 各シナリオにおいて必要となる追加投資額とその内訳（2050 年までの累積額；単位：兆円） 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

2018

2030

技術進展

革新技術｜再エネ60｜新燃料 国内10

革新技術｜再エネ75｜新燃料 国内25

社会変容｜再エネ75｜新燃料 国内25

社会変容｜再エネ75｜新燃料 国内45

20
50

原子力 水素・アンモニア 化石燃料火力 化石火力＋CCS
水力 バイオマス バイオマス＋CCS 地熱
陸上風力 洋上風力 太陽光

0
50

100
150
200
250
300

技
術

進
展

シ
ナ
リ
オ

産
業

業
務

家
庭

運
輸

発
電

・
太

陽
光

発
電

・
風

力

発
電

・
そ
の

他
再

エ
ネ

発
電

・
系

統
強

化

C
C

U
S

新
燃

料

革
新

技
術

シ
ナ
リ
オ

産
業

運
輸

・
乗

用
車

運
輸

・
貨

物
/イ

ン
フ
ラ

発
電

・
再

エ
ネ
／

系
統

C
C

U
S/
新

燃
料

社
会

変
容

シ
ナ
リ
オ

新燃料
CCUS
発電・系統強化

発電・その他再エネ

発電・風力

発電・太陽光

運輸・充電・水素

運輸・貨物車

運輸・乗用車

家庭・機器

家庭・躯体

業務・機器

業務・躯体

産業・機器


